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（ 公 印 省 略 ）   

 

 

ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤を使用する泡消火設備の点検基準の改正 

及び点検上の留意事項等について（通知） 

 

標記について、去る９月３日、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令附

則第三項の規定により読み替えて適用する同令第三条の三の表ＰＦＯＳ又はその塩の項第

四号に規定する消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤に関する技術上の基準を定める省

令」（平成２２年総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省令第１号。

以下「化審法省令」という。）が公布され、本年１０月１日から施行されることとなりまし

た。 

これを踏まえ、本日、「消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添

付する点検票の様式を定める件」（昭和５０年消防庁告示第１４号。以下「点検基準」とい

う。）の一部を改正するとともに、点検時の留意事項等について下記のとおり運用の指針等

をとりまとめました。 

貴職におかれましては、防火対象物の関係者及び点検事業者等に対し、下記事項について

周知を図られるとともに、各種届出の受付や立入検査等の機会をとらえ、適切に指導される

ようお願いします。 

各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処

理する一部事務組合等を含む。）に対してこの旨周知されるようお願いします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条に基づく助言として

発出するものであることを申し添えます。 

 

記  

 

１ ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤を用いる泡消火設備に関する事項 

  ＰＦＯＳ（ペルフルオロ（オクタン－1－スルホン酸）をいい、その塩を含む。）含有

泡消火薬剤を用いる泡消火設備の点検基準の改正の内容及び点検上の留意事項は、次のと

おりであること。 

殿 



 

(1) 化審法省令の施行に伴い、点検時にＰＦＯＳ含有泡消火薬剤が環境へ放出されないよ

う、点検事業者等に対してその回収等が義務付けられることを踏まえ、点検基準の一部

を改正し、別表第５中、２（１）ア（ウ）a及び２（１）イ（ウ）aに「ただし、ペル

フルオロ（オクタン－1－スルホン酸）又はその塩を含有する消火薬剤を使用する泡消

火設備であって、消火薬剤の機能を維持するための措置が講じられている場合はこの限

りでない。」を加えたこと（別添１及び別添２参照）。 

(2) 上記(1)の点検基準の改正を踏まえ、「消防用設備等の点検要領の全部改正について」

（平成１４年６月１２日付け消防予第１７２号）の「第５ 泡消火設備」を本通知の別

添３「第５ 泡消火設備」に改めること。 

(3) 上記(1)及び(2)により、泡放射によらない点検を実施した場合は、点検票の備考欄に

「ＰＦＯＳ又はその塩を含有する泡消火薬剤を使用している」旨及び「当該泡消火薬剤

の型式番号」等を記載するとともに、消火薬剤の機能を維持するための措置を講じてい

ることが確認できる資料を添付すること。 

 (4) ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤については、その製造及び輸入等が既に禁止されていること

から、現在残っている在庫がなくなった場合、点検や火災等により放出した後、同じ型

式の泡消火薬剤の補充ができない可能性があるが、ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤に異なる型

式の泡消火薬剤を補充する場合の取扱いについては、「ＰＦＯＳを含有する泡消火薬剤

の混合使用について」（平成２２年９月１５日付け消防予第４１６号）によられたいこ

と。なお、住友スリーエム株式会社製のライトウォーターTM水成膜泡消火薬剤につい

ては、「泡消火設備における泡消火薬剤の混合使用について」（平成１３年１１月１６

日付け消防予第３９８号）によられたいこと。 

(5) 点検によりＰＦＯＳ含有泡消火薬剤を放出した場合は、化審法省令第８条の規定に

従い、放出した泡消火薬剤を回収するとともに、回収した泡消火薬剤又は泡消火薬剤

をふき取った布等を、密閉できる容器に入れて保管する必要があること。 

（放出することとなる点検項目例：泡放射による点検、加圧送水装置・流水検知装置

及び圧力検知装置・一斉開放弁に係る点検、移動式の泡消火設備の点検等） 

 

２ ＰＦＯＳ含有消火器用消火薬剤を用いる消火器に関する事項 

  ＰＦＯＳ含有消火器用消火薬剤を用いる消火器の点検について、点検基準別表第１中、

１(4)ソに規定する放射能力に関する点検を実施する場合、化審法省令第８条の規定に従

い、放出した消火薬剤を回収するとともに、回収した消火薬剤又は消火薬剤をふき取った

布等を、密閉できる容器に入れて保管する必要があること。 

 

３ 関係団体の取組みに関する事項 

  (社)日本消火装置工業会及び(社)日本消火器工業会では、今回のＰＦＯＳ含有泡消火薬

剤等の規制を受け、別添４及び別添５のとおり対応を行うこととしていること。 

 

 



 

４ その他 

  ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤等がストックホルム条約に追加された趣旨にかんがみ、その環

境放出を抑制する観点から、ＰＦＯＳを含有しない泡消火薬剤又は消火器用消火薬剤への

切替えを進めることが望ましいこと。 

 

 
【連絡先】 
 総務省消防庁予防課 
  塩谷・長松 
   電話 03-5253-7523 
   FAX 03-5253-7533 
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